
●令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業結果一覧

No. 担当課 事業名 事業概要
実績額（円） うち、臨時交付金（円） 事業開始

年月日
事業完了
年月日

事業実績 事業の効果等

1 社会福祉課
医療機関及び社会福祉施設等
支援事業【現年】

町内の医療機関及び社会福祉施設等を対
象に、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止のために要する費用の一部を助成
することで、事業者の経済的負担の軽減を
図る。

19,114,952 19,114,952 R3.4.1 R4.3.31

【交付金額】
　・300,000円（病院及び定員50名以上の
　入所系事業所）
　・100,000円（上記以外）
【交付実績】
　300,000円×6ヵ所＝1,800,000円
　100,000円×173ヵ所＝17,300,000円
  通信運搬費：14,952円

医療機関及び社会福祉施設等に対し、感染
拡大防止対策に係る費用の一部助成を２回
にわたって実施したことで、施設において、
大規模な集団感染につながることなく、感染
拡大の防止を図ることができた。また、事業
者の経済的負担の軽減にもつながった。

2 子育て支援課
子育て応援祝金給付事業
【現年＋繰越】

新型コロナウイルス感染症の拡大による
影響がある中、出産した子どもを養育する
保護者に対し、町の次代を担う子どもの出
産をお祝いすると共に、出産後の経済的な
支援及び子育てを応援するため、給付金
を支給する。

39,529,408 39,529,408 R3.4.1 R5.3.31
【給付金額1人あたり100,000円】
現年：新生児223人へ給付金を支給した。
繰越：新生児172人へ給付金を支給した。

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化
する中で、精華町の次代を担う子どもへの
経済的な支援および子育て応援を図ること
ができた。

3
産業振興課（商工推進
室）

町内飲食店舗等応援給付金事
業【現年】

施設内の感染防止対策を行う町内飲食店
舗等について、事業継続を支援するため
に給付金を支給する。

5,103,612 5,103,612 R3.5.26 R3.12.15

【当初計画】
105件　10,500千円
【実績】
町内飲食店舗51件に対し、5,100,000円の給
付金を支給した。
・執行残を見込み、事業者おうえん給付金事
業に組み換え補正をし執行

感染拡大を要因とする売上減少の影響を受
ける飲食店舗について、店舗内の感染防止
対策を徹底するための費用負担を要したこ
とに関して、町より給付することによる負担
軽減と事業継続の支援を実施することがで
きた。

4
産業振興課（商工推進
室）

中小企業等事業再構築促進支
援給付金事業【現年】

国の事業再構築補助金の交付を受けた町
内事業者に対し、給付金を支給する。

600,000 600,000 R3.7.19 R3.12.15

【当初計画】
80件　24,000千円
【実績】
町内2事業者に対し、600,000円の給付金を
支給した。
・執行残を見込み、事業者おうえん給付金事
業に組み換え補正をし執行

ウィズコロナ時代の経済変化に対応するた
めの新分野展開や業態転換等、企業の思い
切った事業再構築や新規事業へ取り組むこ
とを促すことができた。

5
産業振興課（商工推進
室）

事業者おうえん給付金事業【現
年】

新型コロナ関連の融資活用事業者と、国・
府の新型コロナ対策の補助金交付を受け
た事業者及び令和3年に前年もしくは前々
年比15％以上売上減少した事業者に対
し、給付金を支給する。

46,292,328 46,292,328 R3.4.1 R4.3.15

・融資活用：47事業者　5,400,000円
・補助金交付：19事業者　1,651,000円
・売上減少した361事業者　39,200,000円
へそれぞれ給付金を支給した。

事業継続に前向きに取り組む事業者のみな
らず、時短営業の影響を受ける等によって
売上減少した事業者に対しても、町独自に
支援し、企業経営を下支えすることができ
た。

6 産業振興課（農政課） 観光農園支援事業【現年】

観光誘客を図るため、本町の観光いちご
園におけるいちご狩り利用料金の一部及
びいちごの店頭パック販売価格の一部を
助成する。

4,797,400 4,797,400 R3.4.1 R3.6.30
観光いちご園2園に対し、合計4,797,400円の
利用料金及び店頭販売価格の助成を行っ
た。

新型コロナの影響により減少していたいちご
狩り利用者の回復と、町特産品のいちごを
味わうきっかけとしての店頭販売促進によ
り、観光農園事業者を支援するだけでなく、
まちの魅力を発信することができた。

7 都市整備課
公共交通確保維持支援事業
【現年】

公共交通事業者に対し支援金を支給す
る。

3,250,000 3,250,000 R3.5.1 R4.3.31
3事業者に対し合計3,250,000円の支援金を
支給した。

コロナ禍においても公共交通の利便性確保
のために運行を維持している公共交通事業
者に対し支援を行うことにより、公共交通の
維持確保及び便数確保による利用者の密
集回避が図られた。

1 ※現年分と繰越分がある事業については、一行に併記しています。
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8
情報政策室（デジタル
推進室）

ＩＣＴ環境感染症対策事業
【現年＋繰越】

新型コロナウイルス感染症の感染機会削
減および感染拡大防止の対策のため、テ
レワーク・ウェブ会議・チャット等のICT環境
整備やシステム改修を行うもの。

102,191,285 90,140,983 R3.4.1 R5.3.31

【環境整備】
・役場庁舎内を含む公共施設等においてサ
テライト勤務やWeb会議が可能となるよう、
ネットワーク設備を一部無線化対応。
・庁舎5階情報センター内にWeb会議専用
ブースを整備
・電子決裁システムやビジネスチャットの導
入
・庁舎のWi-Fi環境を含むネットワーク設備
の再構築
・図書館集会室のAV設備の更新。
【備品購入等】
・Web会議対応事務用パソコン：63台
・Web会議対応校務用パソコン：58台
・デジタルホワイトボード4台
・その他周辺機器等

・感染拡大時にサテライト勤務体制を敷設す
るための設備や庁内のWi-Fi環境の整備の
ほか、会議室のデジタルホワイトボードや
Web会議に対応した事務用パソコン等を購
入したことで、自席や会議室など様々な環境
におけるWeb会議への対応ができた。
・電子決裁システムやビジネスチャットを導
入することで、大幅なペーパーレス化や庁舎
内外の人流の抑制を実現できただけでなく、
リモートワーク環境の礎を築くことができた。

9 総務課
公共施設等感染症対策事業
【現年】

役場庁舎･図書館や町公共施設(12施設)
における新型コロナウイルス感染防止対
策を講じるため、衛生用品及び備品の購
入、施設の設備機器の更新等の事業を実
施する。

24,757,839 24,757,839 R3.4.19 R4.3.31

・二酸化炭素濃度測定器の購入　231台
・展示パネルの購入　40台
・空調設備の更新（2施設：室内機7台、室外
機4台）
・その他各公共施設感染症対策工事(保育
所水栓取替、図書館網戸設置)
・感染症対策委託料（庁舎自動放送変更）、
乳幼児用品の賃貸借料
・その他消耗品（消毒用アルコール等）及び
備品（椅子、机等）購入

感染防止対策を徹底することで、職員をはじ
め公共施設利用者のコロナ感染の抑制に寄
与できた。

10 企画調整課
公共施設指定管理者支援金給
付事業【現年】

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、
本町からの要請に応じて休業又は時間短
縮を行った本町公共施設指定管理者の事
業者に対し支援金を給付する。

500,000 500,000 R3.12.10 R3.12.20
本町公共施設指定管理者の事業者に対し
総額50万円の支援金を給付した。

新型コロナウイルス感染拡大防止の協力要
請に応じた本町公共施設指定管理者の事
業経営の安定に寄与した。

11
産業振興課（商工推進
室）

事業者成長支援事業
【繰越】

町内事業者がウィズコロナ時代に対応す
る新技術や新製品開発等、産業競争力強
化や成長促進の取り組みを支援することを
目的として町から補助金を支給する。

7,962,000 7,962,000 R4.5.1 R5.3.31

事業者成長支援に対する補助金として20事
業者へ計4,762,000円を給付した。
【内訳】
①認証及び産業財産権取得：2事業者、
210,000円、②展示会出展：10事業者、
2,617,000円、③雇用拡大・人材確保：7事業
者、1,835,000円、④事業計画策定及び創業
支援等事業計画認定：1事業者、100,000円
その他として、販路開拓・販路拡大のための
イベントを開催した。（3,200,000円）

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響
を受けながら事業継続に前向きに取り組む
事業者に対して補助金を支給することで、事
業者の産業競争力強化や成長促進の取り
組みを支援できた。
販路開拓・販路拡大のためのイベントでは
13ブースが出展を行い、製品・独自技術の
PRを行うことができた。

12 自治振興課
地区集会所感染症対策事業
【繰越】

各地区集会所等の新型コロナウイルス感
染症対策として、施設換気効率向上のた
めの空調設備更新費用補助等を実施す
る。

6,185,090 6,185,090 R4.3.1 R5.3.29

申請のあった5自治会に対して地区集会所
等の空調設備修繕費補助を実施するととも
に、3集会所について地区集会所空調機更
新工事を実施した。

適切に換気等の感染症対策を行い、安全快
適に自治会活動や地域コミュニティ活動を行
うことができる環境を整備することができた。

2 ※現年分と繰越分がある事業については、一行に併記しています。
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13 社会福祉課
地域福祉センターかしのき苑感
染症対策事業
【繰越】

新型コロナウイルス感染症対策として、地
域福祉センターの環境整備を図るための
空調設備の整備を図る。

31,769,100 8,169,100 R4.4.1 R5.3.31
精華町地域福祉センターかしのき苑の空調
設備の更新工事を実施した。

地域福祉センターの職員が執務する事務
室、高齢者の利用が多い交流広間、親子の
利用が多い子育て広場、各種会合に利用さ
れる会議室等の空調設備の更新を図ること
により、地域福祉センターにおける感染拡大
を防止することができた。

14 子育て支援課
子育て支援関連感染症対策事
業
【現年＋繰越】

子育て支援関連の新型コロナウイルス感
染症対策を講じるため、接触機会を低減す
べく乳幼児用品の貸出や返却時の送料を
負担するほか、保育所空調機を除菌機能
付き空調機への更新及びその補助を行
う。

26,536,950 15,036,950 R3.4.1 R5.3.31

乳幼児用品の貸出や返却時の送料負担を
110件実施したほか、町立保育所への除菌
機能付き空調機の設置を行った。（計4施設
19台）

子育て世帯の保護者の感染リスク及び負担
の低減が出来たほか、新型コロナウイルス
感染症に対応する空調設備を導入したこと
で、町内保育所の安定的な運営に寄与し
た。

15 生涯学習課
図書館感染症対策事業
【現年＋繰越】

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から、効率的な換気のために排気ファン
改修し、接触機会削減のために備品を購
入して設置する。

676,456 676,456 R4.2.18 R5.3.31

図書館施設における感染症対策にかかる備
品購入
・排気ファン整備業務委託(2か所)
・ブックポスト(1点)

排気ファンを整備して効果的な換気を行うと
ともに、返却カウンターにブックポストを設置
し、職員と接することなく本を返却できるよう
にすることで、新型コロナウイルス感染症拡
大防止の環境整備をすることができた。

16 学校教育課
小中学校感染症対策用機材等
整備事業
【繰越】

町立小中学校における新型コロナウイル
ス感染症拡大防止及び感染拡大時等にお
ける遠隔授業等への対応として、必要な物
品等を購入する。

12,275,890 12,275,890 R4.4.1 R5.3.31

町内8小中学校に対し、遠隔授業配信用消
耗品、備品及び指導者用デジタル教科書の
購入を行った。
（配信用ノートパソコン、Webカメラ、収納
ケース、延長用USBケーブル、指導者用デ
ジタル教科書）

遠隔授業等に必要な機材を整備し、休校時
等における児童生徒への学習を保障するこ
とが出来た。

17 健康推進課
新型コロナウイルス自宅待機者
等支援事業【現年＋繰越】

新型コロナウイルスの感染により、陽性判
定や濃厚接触者として自宅療養や待機さ
れている方のうち、親族や知人から支援を
受けることが困難な方に対して、当面（３日
分相当）の食料等を配布する。

2,000,000 2,000,000 R4.2.1 R5.3.31
配布件数：232件
（内訳）現年：112件
　　　　 繰越：120件

新型コロナウイルスの感染により、陽性判定
や濃厚接触者として自宅療養や待機されて
いる方のうち、親族や知人から支援を受ける
ことが困難な方に対して、当面（３日分相当）
の食料等を配布することにより自宅療養に
おける食糧負担の軽減が図れた。

18 子育て支援課
子ども・子育て支援交付金（放
課後児童クラブ等におけるＩＣＴ
化推進事業）【現年】

放課後児童クラブの運営において、感染拡
大防止を図り、オンライン会議等で必要な
ICT機器を購入する費用を補助する。

89,000 31,000 R3.4.1 R4.3.31
オンライン会議対応PC１台分の購入費を補
助した。

オンライン会議等へ出席及び開催することで
新型コロナウイルス感染症の拡大防止をす
ることができ、放課後児童クラブの円滑な運
営につながった。

19 子育て支援課
子ども・子育て支援交付金（放
課後児童クラブ等におけるＩＣＴ
化推進事業を除く）【現年】

放課後児童クラブの運営において、感染拡
大防止を図り、集団感染によるクラスター
発生を避けるため、アルコール等感染症
対策に係る備品を購入する。

1,858,968 658,968 R3.4.1 R4.3.31
ペーパータオルやマスク等の消耗品、アル
コール、検温器等を購入した。

コロナ禍における集団感染、クラスター発生
の防止に努め、放課後児童クラブの閉所を
最低限にすることができた。

20 学校教育課
学校保健特別対策事業費補助
金【現年】

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止のため、町立小・中学校における感染症
対策を強化するために必要となる物品を
購入する。

8,094,872 4,171,872 R3.4.1 R4.3.31

町内8小中学校に対し、感染防止用消耗品、
備品の購入を行った。【手指消毒液、ﾎﾟﾘｴﾁﾚ
ﾝ手袋、ﾏｽｸ、ﾌｪｲｽｼｰﾙﾄﾞ、非接触型体温計
等】

学校における新型コロナウイルス感染症に
関する管理衛生マニュアルなどに沿って、国
の補助制度を活用して様々な感染症対策を
講じ、児童生徒の学びを止めない体制を確
保できた。

3 ※現年分と繰越分がある事業については、一行に併記しています。
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21 健康推進課
疾病予防対策事業費等補助金
（マイナンバー情報連携体制整
備事業）【現年】

コロナ禍において、予防接種を適切に行う
目的から、接種情報を迅速に把握するた
め、マイナンバー情報連携に対応できるよ
う、システム改修するもの。

110,000 37,000 R3.6.1 R3.7.31

システムを改修したことに伴い、マイナン
バー情報連携に対応したことから、町民が
予防接種の記録を自ら確認確認が可能とな
り、また、市町村間の情報共有が可能となっ
た。

予防接種の記録確認に伴う接触機会が減
少したことで、新型コロナウイルス感染対策
に効果があったほか、接種記録を市町村間
で共有できることから、効果的な感染症の予
防に寄与した。

22 子育て支援課
保育対策総合支援事業費補助
金【現年】

保育施設において、感染症対策を徹底し
つつ事業を継続的に提供するため、マス
ク・アルコール消毒液・アルコールディスペ
ンサー等の購入や施設の消毒作業に係る
経費を補助する。

3,116,152 1,566,152 R3.4.1 R4.3.31
町営保育所及び民間保育施設へ感染症対
策用品の購入や経費を補助した。

感染症対策にかかる追加経費を補助するこ
とで、感染症対策の徹底に努め、コロナ禍に
おいても保護者の就労を妨げず比較的安定
して事業を継続することができた。

23 社会福祉課
新型コロナウイルス感染症セー
フティネット強化交付金【現年】

町内在住、在勤又は在学の者等を対象
に、新型コロナウイルス感染症の影響によ
る心身の不調、生活困窮などで悩んでい
る方やその家族からの電話相談に応じ、
不安解消や安心の確保を行う。(毎週水曜
日・午後５時３０分～午後８時）

434,500 108,500 R3.4.1 R4.3.31 相談件数：15件（男性：6件、女性：9件）

相談内容については、新型コロナウイルス
感染症の影響により、心身に不調をきたして
いたり、生活に不安を抱える方からの相談
が多かったため、じっくり話をお聞きし、ご本
人の気持ちに寄り添うことで、不安の軽減に
つなげることができた。

24 健康推進課

疾病予防対策事業費等補助金
（健（検）診結果の利活用に向
けた情報標準化整備事業）
（健（検）診結果等の様式の標
準化整備事業及び健（検）診情
報連携システム整備事業）【現
年】

町が実施する健（検）診に係るマイナン
バー情報連携のため、新型コロナウイルス
感染症対応業務が円滑に行えるようにシ
ステム改修するもの。

2,018,500 1,146,500 R4.1.13 R4.3.31

システムを改修したことに伴い、マイナン
バー情報連携に対応したことから、町民が
健（検）診の記録を自ら確認が可能となり、
また、市町村間の情報共有が可能となった。

個人がマイナポータルを通じて当該情報を
閲覧することが可能となり、手続きに伴う接
触機会の減少が、新型コロナウイルス感染
対策につながった。また、個人の転居時等、
市町村間での情報共有できるようになった。

4 ※現年分と繰越分がある事業については、一行に併記しています。


